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一九九三年一月、国軍は、正式に憲法起草のための国民会議を招集した。当初の国民会議は、七〇 名の代表者から構成されていた。その内、いわゆる民主化勢力を代表する者の数 わずか全体 二割程度であり、残りの多くは、国軍 よって指名された者であった。しかし、自宅軟禁によってアウンサン・スーチーを欠いていたＮＬＤは、国民会議の存在を認め参加する決定下した。国民会議は、翌九四年に 新憲法の骨子を明らかにした。今回承認された憲法のベースとなる国軍の政治的関与 強化、アウンサン・スーチーの政治から 排除を目指していることが明らかな内容であった。
　こうして憲法上の政治的基盤を確保した
のち、一九九五年七月一〇日、 は、アウンサン・スーチー 自宅軟禁措置を解除したのである。ところが、 こでも総選挙結果と同様に、軍政の思惑ははずれることになる。アウンサン・スーチーは、解放直後に、再びＮＬＤの書記長に復帰した。これまでの対応とは一転し ＮＬＤは、国民会議をボイコットする姿勢を打ち出した。軍政側との妥協点は見出せず、軍政側も国民会議からＮＬＤ関係者八六名を除名するに及んだ。こうして新憲法制定問題 巡って、政治的膠着状態が続くなか、ＮＬＤ側は、一九九八年、 「国会議員代表委員会」を設立した。実質的な並行政権樹立宣言で
あった。現タン・シュエ政権が、九七年に、国家の最高機関名を国家法秩序回復評議会から国家平和発展評議会にかえた直後の話であった。軍政側は、ＮＬＤの姿勢に対して、 二〇〇〇年九月、 再び、 アウンサン ・ スーチーを自宅軟禁するという強硬姿勢にでた。
　こうした一連の流れの中で、二〇〇三年
八月、 キン ・ ニュン首相が発表したのが「民主化への七段階のロードマップ」である。ロードマップでは、①九六年から休会状態になっている制憲国民会議の再開、②国民会議再開後、規律ある真 民主的 の実現に向け必要なプロセスを一歩一歩進む、③国民 によって提示された新憲法の基本原則及び基本原則細則に従って、新憲法を起草する、④国民投票による新憲法 承認、⑤新憲法に従って、立法府の議員を選出する公正な選挙の実施、⑥新憲法に従った、国会の開催、⑦国 で選ばれた国家指導者や政府及びその他の中央機関による、近代的で発展した民主的 家の創出 という七段階の道筋が明示された。
　アウンサン・スーチーの再度の自宅軟禁





年第一号」によって、 軍政は、 「ロードマップの第四段階に当たる」国民投票を同年五月に実施し、同じく同日付の「布告二〇〇八年 二号」で、二〇一〇年に、新憲法に基づき総選挙の実施を約束した。
　その後の展開は、急速にすすんだ。国民
投票の約一カ 前の四月に憲法の最終草案が示され、五月一 日、サイクロンによって甚大な被害がでたにもかかわらず、被害地域を除き、国民投票は実施された。前年〇七年八月から九月にかけて、僧侶も巻き込む形で展開された反政府運動を力によって押さえ込んだことで高まっていた国際社会の軍政批判をかわす目的で急がれた国民投票も、選挙管理委員会の発表ですら一三万三六五五人の死者・行方不明者をだしたサイクロン被害を無視した形 強引実施したという印象を与えた。し し サイクロン被害からの救援・復旧より、軍政は、ロードマップの推進に力を傾け、五月二四日には、サイクロン被害地区でも国民投票を実施した。そして、二〇〇八年五月
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二九日には、国民投票は、九八 ・一二％という高い投票率のもと実施され、賛成票を投じたものは、その内の九二 ・四八％にあたるとし、それゆえ 新憲法は国民の承認を得たと発表した。ここに、新憲法が誕生したのだが、以下、政治権力 あり方を中心に、その特徴について見ていくことにする。
　「ミャンマー連邦共和国憲法」は、全
一五章、 四四六条から構成され（図１参照） 、第一章では国名が 「ミャンマー連邦共和国」と規定され、 「国家の基本原則」が示さている。第一条から第三二 におよぶこの部分が、憲法全体のダイジェスト版のようになっ おり、以下の章、条項は、この原則に沿って細部を規定したものと見なすことができる。
　第二章では、政治権力を考える場合重要


























挙人団は、後に触れる民族院議員及び人民院議員さらに両院の国軍司令官によって指名された軍人議員によって構成されるとされている。結局、連邦 （民族院と人民院から構成）の議員による間接選挙のように考えら るが、特徴的な点は、候補者の選出過程にある。まず、民族院と人民院から、各一名の副大統領を選出する。同時 、族院及び人民院に属す国軍司令官指名の軍人議員らによって、一 副大統領が選出される。この三名の副大統領が大統領候補者となり、先ほどの大統領選挙人団によって大統領が選出されることになる。つ り副大統領選出母体の一つ し 国軍司令官による指名軍人議員団を置こうとしるために、条文の記述が複雑になってしまっているのである。
　また、大統領の資格要件として、四五歳
以上で、軍事にも精通し、二〇年以上引き
続きミャンマーに居住していなければならず、候補者自身やその両親、配偶者、子ども及びその子の配偶者が、他国に忠誠を誓っていたり、他国の影響力下にあったり他国によって、市民としての権利や特権を与えられているようなことがあってはならないという規定が盛り込まれている。これまでも指摘さ きてはいるが、息子 英国籍を持つアウンサン・スーチーが、大統領候補となる見込みはな 。
　次に、権力の法的基盤を提示する立法関





















の権限を付与されている。そこで、両院の間で見解の相違が生じた場合が問題となるが、そ 場合 は、両院合同の連邦院が開催され、その連邦院の決定が、国会の決定となる。少数民族への配慮といった観点から民族院が置かれているのだろう 最終的には連邦院 最高立法機関と考えられ、議員の人数比からみて、マジョリティーであるビルマ族の考え 強く反映される仕組みとなっている。同時に 政党間や民族間の意見対立が起こった際には 人 院、民族院、連邦院の四分の一を占める軍人議員の発言力が高ま 仕組みとなっている。
　管区議会や州議会は、まず、構成する各
郡から二名ずつの議員が選出される。また連邦総人口の〇 ・一％以上 人口をかかる民族からは、一名 議員が選出されることになっている。管区 州議会レベ でも、国軍司令官の指名による軍人 席を有しているが、その比率は、連邦レベルより高く、三分の一となっており 地方議会にればなるほど、軍人 発言権が強まる仕組みとなっている。
　また、少数民族などの自治権の問題と関
連する、各レベルにおける立法権限を見ると、圧倒的に連邦レベル、つまり国会（連邦院、人民院 民族院）の権限が強く、主要な予算・財源関係の審議事項を見ても、管区・州議会に権限が付与されているもの
は、地税に関する項目でしかない。木材の伐採税にしても、チークや指定硬質材は除外されたものでしかない。自治行政府の議会に関しては、町や村レベルでの開発計画など、極めて限定されたものとなっている。つまり、形式的に 管区・州議会、自治行政府の議会に立法権が付与されて るが、実態としては 中央集権的な立法制度が採用されていると言える。
　憲法では、続く章において、行政権や司
法権について規定されてい が、基本的に立法権の権限分与をベースとしていると考えてよい。その中で、 治権力との関連では、行政権についていくつか 特徴を指摘しておかなければならない。
　まず、既に見てきたように、行政府の長















が任命することになっている。ところが、国家安全保障評議会は、大統領が議長となってはいるものの、大統領、副大統領二名、人民院議長、民族院議長、国軍司令官国軍副司令官、国防大臣、外務大臣 内務大臣、国境問題担当大臣の一一名から構成されており、大統領・副大統領三名のうちの一名は必ず軍人であることを考えると、少なくとも一一名中、六名の過半数が軍人ということになる。つまり軍人が軍司令官を任命するといっ 良い。また、国家安全保障評議会の権限 ついては 項目として設けられてはい いが、条文のいたるとろで、大統領は、そ 勧告に従ったり、事前協議することを義務付けら 絶大な権限を有している機関といえる。
　国軍司令官と国家安全保障評議会の権限













利害を追求するものであり、国民政治こそが、国家全体、連邦全体、国民全体の利害を優先する政治としてきた。その上で、真に国民政治を代表できる組織は 軍以外にないということ 強調 もちろんそうしたイデオロギー操作に対して アウンサン・スーチーは、 「全ての は国民政治」だと 、政治概念 二分 ことに対して批判を加えて る。そうした批判も踏まえたうえで、軍政は、新憲法によって、一つの結論を国民の前に提示し、承認を迫ったのである。
　新憲法では、 政党政治という言葉は、 「公











が主導する形で結成されたＮＧＯで 現在は二〇〇〇万～三〇 〇万人もの会員を抱えていると言われている連邦団結発展協会（ＵＳＤＡ）の政治政党化が図られることになる。軍政としては、この組織 政党化によって、来るべき総選挙で、いわば親国軍政権の樹立を目指していると言え 。し











自らの居住区に民政が敷かれるこ の意味は大きい。新憲法が成立した現時点では軍政の敷いたロードマップによる民政移管か、アウンサン・スーチーの目指す民主化による自治権獲得に期待を寄せ、結果的に軍政を存続させるか、という選択肢において、ロードマップによる民政移管を選択する可能性は明らかに高まってきていると思われ、総選挙への準備が進め れることなろう。内容的には決して満足のいくものでなかったにせよ、少数民族にとって、憲法成立の意味は大きかったといえ 。
（いの 　けんじ／北九州市立大学教授）
